
資料１

グローバル時代におけるＩＣＴ政策に関するタスクフォースグ 時代 おけ 政策 関す タ ク
地球的課題検討部会

最終報告書（案）概要

平成２２年１１月 ２日平成２２年１１月 ２日



1最終報告書（案）の取りまとめについて

平成23年度概算要求に反映

５月１８日 中間取りまとめ （政策決定プラットフォーム）

■■ 具体的施策の明確化

１１月２日 最終報告書（案） ５月１１日 「新たな情報通信技術戦略」 に反映
（高度情報通信ネットワーク社会推進本部決定）

６月１８日 「新成長戦略」に反映
（閣議決定）■■ 具体的施策の明確化

 中間取りまとめで示された基本的な考え方や具体的プロジェクトに基
づき、今年度以降取り組むべき具体的な施策を明確化。

■■ 国民本位の電子行政に関する検討（電子政府推進対応ワーキン
ググル プ）

（閣議決定）

地球的課題検討部会
主なプロジェクト

新たな情報通信
技術戦略

新成長戦略

ググループ）

 地球的課題検討部会にて示された基本的な方向性を受けて、「国民
本位の電子行政」の実現に向けた具体的な検討課題やアクションプラ
ンの明確化について検討し、取りまとめ。

■■ 脳とＩＣＴに関する研究開発推進方法等の検討（脳とＩＣＴに関する

●● ＩＣＴグリーン
プロジェクト

グリーン・イノベーション
による環境・エネルギー
大国戦略

環境技術と情報通信技
術の融合による低炭素
社会の実現

反
映■■ 脳とＩＣＴに関する研究開発推進方法等の検討（脳とＩＣＴに関する

懇談会）

 技術的・専門的な見地から「脳とＩＣＴ」に関する議論を行い、今後の研
究開発の推進体制、産学官の連携方法等について検討し、取りまとめ。

■ 工程表（別冊）の追加

●● 遠隔医療等の
推進

●● フューチャース
クールの全国展

医療分野の取組
高齢者等に対する取組

教育分野の取組

ライフ・イノベーション
による健康大国戦略

科学・技術・情報通信

映

反
映

■ 工程表（別冊）の追加

 上記具体的施策の実現に向け、達成目標・年限等を盛り込んだ「工程
表（別冊）」を策定。

■ 「ＩＣＴ利活用促進一括化法（仮称）」に関する具体的制度・規制の
抽出

クールの全国展
開

●● 国民本位の
電子行政

教育分野の取組

情報通信技術を活用し
た行政刷新と見える化

立国戦略

情報通信技術の利活
用の促進

反
映

反抽出

 中間とりまとめで示された基本的な考え方に基づき、ＩＣＴの利活用を
阻む制度・規制等についてパブリックコメントを実施。

●● ＩＣＴの利活用を
阻む制度・規制
等の洗い出し

情報通信技術の利活
用を阻む既存の制度等
の徹底的な洗い出し

情報通信技術の利活
用の促進

反
映



最終取りまとめ 全体像 2

ⅠⅠ．．現状・課題とその解決：３つの基本理念現状・課題とその解決：３つの基本理念

● 政策パラダイムの転換 ● ＩＣＴによる国際貢献 ● 我が国の持続的な成長への寄与

効果が実感できる 地域での実証成果をグローバルに 制度見直しを進め 徹底的な効果が実感できる
国民本位のＩＣＴ政策へ

地域での実証成果をグローバルに
スケールアウトし、課題先進国として貢献

制度見直しを進め、徹底的な
ＩＣＴの利活用により新たな成長を実現

②医 療①環 境 ③教 育

ⅡⅡ．．重点戦略分野重点戦略分野

Ｃ によ 協働型教育改革 実現

④行 政

ＩＣＴグリーンプロジェクトの推進

ＩＣＴによる「緑の分権改革」の推進

ＩＣＴシステムのスケールアウトの推進

遠隔医療等の推進

先進的な医療システムの国際展開等

ＩＣＴによる協働型教育改革の実現

ＩＣＴ教育改革に向けた「教育クラウド」

の構築

ＩＣＴを活用した高等教育・生涯学習等

の強化

電子行政サービスの利用率の向上

行政システム上の情報の利活用の促進

⑤ 地域の絆の再生 ⑥ 「人」中心の技術開発

「夢 のある研究開発プ ジ クトの実施

の強化

ＩＣＴによる「知」の集積と共有等を通じた地域活性化
横断的視点 「夢」のある研究開発プロジェクトの実施

安心な暮らしの実現に向けた研究開発プロジェクト
の実施

ＩＣＴによる「知」の集積と共有等を通じた地域活性化
地域によるＩＣＴ人材の育成
地域における安心な暮らしの実現
高齢者やチャレンジドへの配慮がなされる社会の構築

ＩＣＴによる地球的課題解決戦略工程表



Ⅰ．３つの基本理念

[[基本理念１基本理念１]] 政策パラダイムの転換：効果が実感できる国民本位のＩＣＴ政策へ
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[[基本理念１基本理念１] ] 政策パラダイムの転換：効果が実感できる国民本位のＩＣＴ政策へ

我が国が直面するさまざまな社会課題の解決に向けて、社会・経済活動の基盤として、あらゆる分野に変革をもたしうるICT
のポテンシャルをフルに活用し、ＩＣＴが真に地域的・地球的課題の解決の原動力となるよう、

①事業者中心から利用者中心へ ②組織中心から国民中心へ ③技術中心から人間中心へ①事業者中 用者中 ②組織中 国民中 ③技術中 間中

と政策パラダイムの転換を図り、国民自身が自分の情報を自ら管理しながら参画し、「ＩＣＴで生活や社会が良くなった」と実感
できることが重要。

[[基本理念２基本理念２]] ＩＣＴによる国際貢献：地域での実証成果をグロ バルにスケ ルアウトし課題先進国として貢献[[基本理念２基本理念２] ] ＩＣＴによる国際貢献：地域での実証成果をグローバルにスケールアウトし課題先進国として貢献

「課題先進国」である我が国は、地域での実証成果を全国に普及させ、それをユニバーサルに適用可能なものとした上で、グ
ローバル展開することにより、世界に貢献することが可能となる。特に、ＩＣＴと社会システムをパッケージ化し、東アジア共同体
構想・アジア太平洋経済圏との関係に留意しつつ、ＡＰＥＣ等の場におけるＩＣＴ技術外交等を通じ、日本の新たな国際貢献策と
して打ち出し、対象国の政策とも連動して定着させることが期待される。

[[基本理念３基本理念３] ] 我が国の持続的な成長への寄与：徹底的なＩＣＴの利活用により新たな成長を実現

ICTによる地域的課題の解決方法が地球的課題のソリューションとしてのグローバルな価値をもつことは、我が国の産業が国
際的な競争力を持つことにつながる。環境・医療・教育を中心にして、あらゆる社会分野においてＩＣＴ利活用を促進することを
成長戦略の柱として位置付けることが重要。こうした取組は「光の道」構想を需要面から推進することにもなる。

地域の実証実験の成果を全国に普及させ 社会・経済の成長につなげるためには (i) ICT利活用を推進するクラウドシステ地域の実証実験の成果を全国に普及させ、社会 経済の成長につなげるためには、 (i) ICT利活用を推進するクラウドシステ
ム等による社会インフラを構築する、(ii) 「特区」の活用などによる必要な規制・制度の緩和や見直しを実現する、(iii) 関連分野
での技術の国際標準化を推進する、(iv) 複雑な社会課題に対応するため、広く関係者の主体的な参画も得て、政府・民間が一
体となって取り組むことが必要。

特に 高度情報通信ネットワ ク社会推進戦略本部を活用する等して 政治主導により関係府省の縦割りの壁を超え 「ICT特に、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部を活用する等して、政治主導により関係府省の縦割りの壁を超え、「ICT
利活用促進一括化法（仮称）」の制定等を実現するなどすることで、以上のことを、「新成長戦略」や「新たな情報通信技術戦
略」をはじめとする政府の国家戦略の重要事項として本格的に取り組む事が求められている。



Ⅱ．重点戦略分野
・ ＩＣＴグリーンプロジェクトの推進
「ＩＣＴ産業 グリ 化（G f ICT） と「ＩＣＴによるグリ 化（G b ICT） を柱としたＩＣＴグリ プ ジ クト 展

① 環 境
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「ＩＣＴ産業のグリーン化（Green of ICT）」と「ＩＣＴによるグリーン化（Green by ICT）」を柱としたＩＣＴグリーンプロジェクトの展
開により、２０２０年時点でＣＯ２排出量１０％以上（９０年比）の削減を目指す。

・ ＩＣＴによる「緑の分権改革」の推進
ＩＣＴにより、地域特性を活用した再生可能エネルギーを生み出し、地域の自給力を高める「地産地消」アプローチを促進する。
・ ＩＣＴシステムのスケールアウトの推進
地球規模でのＣＯ２排出量削減を可能とするため 世界市場を視野に入れた戦略的な組織体制を整備し 各国への我が国

① 環 境

地球規模でのＣＯ２排出量削減を可能とするため、世界市場を視野に入れた戦略的な組織体制を整備し、各国への我が国
のベストプラクティスの普及と社会システムとしてのパッケージ展開を推進する。

② 医 療
・ 遠隔医療等の推進
遠隔医療・遠隔相談の推進、医療データ共有システムの構築等、ＩＣＴを積極的に活用することにより、医療サービスの質の
向上・効率化、全体としてのコスト削減等を図る。
先進的な医療システムの国際展開等

③ 教 育

・ 先進的な医療システムの国際展開等
我が国の先進的な医療システム等を社会インフラとしてパッケージ構築し、国際標準化の推進とともに国際展開を図る。

・ ＩＣＴによる協働型教育改革の実現
ＩＣＴの利活用により、学校と家庭・地域の「協働」の視点を取り入れつつ、児童・生徒が互いに教え合い、学び合う「協働教
育」の実現を図る。

④ 行 政

育」の実現を図る。
・ ＩＣＴ教育改革に向けた「教育クラウド」の構築
ポータルサイトや教材等を「教育クラウド」に統合するとともに、ＩＣＴを通じて教育行政システムや校務を効率化する。
・ ＩＣＴを活用した高等教育・生涯学習等の強化
遠隔教育等を推進することにより、様々な国民が時間・場所の制約なく知識・教養を高める機会を確保する。

・ 国民本位の電子行政の推進④ 行 政

・ ＩＣＴによる「知」の集積と共有等を通じた地域活性化
クラウドサービスの活用等により、蓄積された知識・情報を共有化し、地域において「支え合いと活気のある社会」を実現する。
・ 地域によるＩＣＴ人材の育成

⑤ 地域の絆の再生

国民本位の電子行政の推進
民間のＩＤや公的認証手段の利活用、官民の情報共有等の実証実験により利用者のニーズを明確化し、国民本位の電子行政の
実現に資する。

地域によるＩＣＴ人材の育成
地域の核となるＩＣＴ人材の育成をその地域で行うことができる体制を確立する。
・ 地域における安心な暮らしの実現
安心な暮らしを実現するためのＩＣＴ利活用モデルを構築し、広域展開する。
・ 高齢者やチャレンジドへの配慮がなされる社会の構築
誰もがＩＣＴ機器・サービスを利用しやすい環境を整備するために、情報アクセシビリティ向上のための施策を展開する。

⑥ 「人」中心の技術開発

誰もがＩＣＴ機器 サ ビスを利用しやすい環境を整備するために、情報アクセシビリティ向上のための施策を展開する。

・ 「夢」のある研究開発プロジェクトの実施
若手研究者や若者がＩＣＴの「夢」を持つことが可能な研究開発体制を構築する。
・ 安心な暮らしの実現に向けた研究開発プロジェクトの実施
脳科学とＩＣＴの融合技術や生活・介護支援等に利用可能なロボットサービスなど、国民目線に立った研究開発を推進する。
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参 考参 考
（平成２３年度概算要求施策）



平成２３年度概算要求施策 ①
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●● グリーンＩＣＴの標準化の推進 （「グリーンＩＣＴ推進事業」 新規 ２３年度要求額：４．５億）

Ⅰ．環境分野

 「ＩＣＴ分野そのものの環境負荷軽減（Ｇｒｅｅｎ of ICT）」と「ＩＣＴの利活用による社会経済活動の環境負荷軽減（Green by 「ＩＣＴ分野そのものの環境負荷軽減（Ｇｒｅｅｎ of ICT）」と「ＩＣＴの利活用による社会経済活動の環境負荷軽減（Green by 
ICT）」のそれぞれについて、ＣＯ２削減のベストプラクティスモデル及び評価手法を確立し、国際機関を通じて、その成果を
世界に普及する。

グリーンＩＣＴ推進事業

エネルギー利用効率の改善 物の生産・消費の効率化・削減

・ ＩＴＳ（ETC、VICS、信号機の集中制御化）
ビ ギ

・ サプライチェーンマネジメント
電 出版 電 信

一般

グリ ンＩＣＴ推進事業

・ BEMS（ビルエネルギー管理システム）
・ HEMS（家庭用エネルギー管理システム）

・ 電子出版、電子配信
・ ペーパーレスオフィス

般
家庭

人・物の移動の削減 環境計測・環境予測

・ ＣＯ２計測用ライダ
・ センシングネットワーク
・ 地球シミュレータ

・ オンラインショッピング、オンライン取引
・ テレワーク、ＴＶ会議
・ 音楽、映像、ソフト配信

事務所・
店舗

生産・流通・
輸送

・ 電子申請（税申告・オンラインレセプト）

ICTの利活用
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平成２３年度概算要求施策 ②

●● 遠隔医療等の推進 （「地域ＩＣＴ利活用広域連携事業」 継続 ２３年度要求額：４７億円）

 遠隔医療の有効性・安全性に関するエビデンスの収集・蓄積に努め、その結果を基に、対面診療の補完とされている遠隔

Ⅱ．医療分野

 遠隔医療の有効性 安全性に関するエビデンスの収集 蓄積に努め、その結果を基に、対面診療の補完とされている遠隔
医療の位置づけの見直し、遠隔医療の実施可能な範囲の明確化や、遠隔医療に対する診療報酬の活用等について検討し、
遠隔医療の円滑な普及を図る。

●● 健康情報活用基盤構築事業 [日本版ＥＨＲの推進] （新規 ２３年度要求額：２億円）

グリーンＩＣＴ推進事業

 個人が自らの医療・健康情報を生涯にわたって電子的に管理活用し、行政機関や医療機関が国民に最適な医療を提供す
ることを可能とする健康情報活用基盤（日本版ＥＨＲ：Electronic Health Record）の全国整備に向け、広域共同利用型システ
ムの構築・普及に向けた指針を策定する。

健康情報活用 構築事業 [ 版 ]

グリ ンＩＣＴ推進事業

健康情報活用基盤構築事業遠隔医療等の推進（遠隔健康管理の例）

遠隔地 実施地域

ＴＶ電話
端末

健康指導・アドバイス

インターネット コメディカル（看護師等）医師

遠隔地 実施地域

測定等の
サポートＴＶ電話端末データ参照

用ＰＣ

バイタルデータ伝送

血圧、心拍数、
血糖値などの
バイタルデー
タの伝送、医
師との対話で
利用。

参加者

測定器
採血した参加者のバ

イタルデータを蓄積

参照する。

医師・医療従事者間及び

参加者との対話で利用。



8
平成２３年度概算要求施策 ③

Ⅲ．教育分野

●● フューチャースクール推進事業 （継続 ２３年度要求額：２９億）

 公立小学校を対象に、協働教育プラットフォーム（教育クラウド）を核としたＩＣＴ環境の構築により、デジタル教材（教科書）、 公立小学校を対象に、協働教育プラットフォ ム（教育クラウド）を核としたＩＣＴ環境の構築により、デジタル教材（教科書）、
ポータルサイト、ＩＣＴサポート等を一元的に提供するとともに、タブレットＰＣ（全児童１人１台）やインタラクティブ・ホワイト・
ボード（全普通教室１台）等のＩＣＴ機器を用いた授業を実践し、「協働教育」の実現に必要な技術的条件やその効果等を検
証する。

 調査研究の結果については ガイドライン（手引書）としてとりまとめ フ チャ スク ルの全国展開を計画的に推進す

グリーンＩＣＴ推進事業

 調査研究の結果については、ガイドライン（手引書）としてとりまとめ、フューチャースクールの全国展開を計画的に推進す
る。

 ガイドラインを踏まえ、2011年度より、教育分野におけるＩＣＴの効果的な利活用の全国展開に向け、中学校、高等学校、
特別支援学校等を対象に、子どもたちの発達段階、教科等教育現場の実態に即したＩＣＴによる教育改革（協働教育システグリ ンＩＣＴ推進事業

・ デジタル教材（教科書）の提供

ムの実現）を推進する。

フューチャースクール推進事業

協働教育
プラットフォーム

・ デジタル教材（教科書）の提供
・ 学校、家庭、児童間共有ポータルサイトの運営
・ 各種ナレッジ、ＩＣＴサポート

などを一元化

学校 家庭 児童学校、家庭、児童
の情報を共有

学校と家庭の
連携学校 家庭

学校全体の運営を含めてＩＣＴが行き渡り、ＩＣＴ機器を使って児童生徒が
互いに教え合い、学び合う教育を実践

※ 文部科学省と連携して実施し、教育分野におけるＩＣＴ
利用環境を整備するためのガイドライン（手引書）等とし
てとりまとめる
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平成２３年度概算要求施策 ④

Ⅳ．地域の絆の再生

●● 地域ＩＣＴ利活用広域連携事業 （継続 ２３年度要求額：４７億）

 複数の地方公共団体が広域連携を実施することによる、情報通信技術面及び地域ＩＣＴ人材育成・活用面を中心とした課題

●● 地域テレワーク普及推進プロジェクト （新規 ２３年度要求額：１億）

 複数の地方公共団体が広域連携を実施することによる、情報通信技術面及び地域ＩＣＴ人材育成 活用面を中心とした課題
を抽出した上で標準仕様を策定し、得られた成果を全国に普及することにより、全国各地域における公共的な分野に関する
サービスを総合的に向上させるとともに、効果的・効率的なＩＣＴ利活用の促進を図る。

 地域の多様な人材の就業機会の創出に有効なツールであるテレワークの本格的な普及を図るため、地方自治体を中心
にテレワークの活用が有効と考えられる業務について、地域の人材を活用したテレワーク普及モデルを確立することにより、
テレワークの浸透を図る。

地域テレワーク普及推進プロジェクト地域ＩＣＴ利活用広域連携事業

委託対象委託対象 総 務 省

● 複数の自治体による広域連携が前提
● 人材育成・活用を実施することが前提

地方公共団体（地方公共団体からの推薦を受け
た第３セクター、ＮＰＯ法人も含む）

要件要件

委託

複数主体の連携によるＩＣＴ利活用

成果報告 普及推進

「新しい公共」「総合特区」
支援

全
国
各
地
域

効
率

① ＩＣＴ人材招聘・育成
（人材研修、専門家の招聘等）

② ＩＣＴ関連システム設計 構築

● 人材育成 活用を実施する とが前提

委託対象委託対象経費経費

ＩＩＣＴ人材＝ＮＰＯ等ＩＣＴ人材＝ＮＰＯ等
ＩＣＴ関連システムＩＣＴ関連システム

地方公共団体Ａ
地方公共団体Ｃ広域連携

児童支援

高齢者支援

支援

・ＩＣＴ人材の有効的育成・活用
・ＩＣＴシステム機能連携・集約化

域
に
お
け
る

率
的
・
効
果
的
な
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の

導
入
・
利
活
用② ＩＣＴ関連システム設計・構築

（プログラム設計・開発、ソフトウェア等）

③ ＩＣＴ機器・設備
（サーバ、ネットワーク機器、端末等） 等

地方公共団体Ｄ
地方公共団体Ｂ

災害対策

就労支援

コミュニティ
支援

の用
の
実
現
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平成２３年度概算要求施策 ⑤

Ⅴ．「人」中心の技術開発

●● 戦略的情報通信研究開発推進制度（ＳＣＯＰＥ） （継続 ２３年度要求額：１７億）

 イノベーションを創出する独創性や新規性に富む基礎的・萌芽的な研究開発を推進。 イノ ションを創出する独創性や新規性に富む基礎的 萌芽的な研究開発を推進。
【ＩＣＴイノベーション創出型研究開発】

 次世代を担う人材を育成するために、若手研究者（３５歳以下を対象）が提案する独創性や新規性に富む研究開発を推進。
【若手ＩＣＴ研究者育成型研究開発】

グリーンＩＣＴ推進事業

●● 脳の仕組みを活かしたイノベーション創成型研究開発 （新規 ２３年度要求額：２０億）

 高齢者・障がい者（チャレンジド）の社会参加に際して考えられる利用シーン（例：車いすの動作の制御、タイピングによるコミュニ
ケーション、お手伝いロボットへの指示）等、状況に応じたきめ細やかなＢＭＩ（Brain-Machine Interface）サービスを実現するため、所グリ ンＩＣＴ推進事業

脳の仕組みを活かしたイノベーション創成型研究開発戦略的情報通信研究開発推進制度（ＳＣＯＰＥ）

要の研究開発を行い、安心・安全な地域・社会作りに貢献する。

脳 組 を活 創成 研究開発戦略的情報通信研究開発推進制度（ ）

脳とＩＣＴに関する技術を活用した
生活・介護ロボットの実用化イメージ

2015年 2020年頃
公民館へ公民館へ公民館へ2015年頃 2020年頃

念じるだけで、
安全に目的を達成

簡単な指示で、
安全に目的を達成
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平成２３年度概算要求施策 ⑥

Ⅵ．地球的課題解決のためのグローバル展開の推進

●● ＩＣＴ海外展開の推進 （継続 ２３年度要求額：１７億）

 我が国が強みを有するＩＣＴシステムの国際展開活動を加速するため、官民一体の連携体制の下、システムごとに、相手国 我が国が強みを有するＩＣＴシステムの国際展開活動を加速するため、官民 体の連携体制の下、システムごとに、相手国
の実態・ニーズを踏まえたロードマップを作成し、当該ＩＣＴシステムの展開を図るための調査の支援、モデルシステムの構
築・運営、セミナーの開催等を戦略的に実施することにより、我が国のＩＣＴ産業の国際標準化の推進を含めた国際競争力強
化や成長力強化の支援を行う。

●● アジアユビキタスシティ構想の推進 （新規 ２３年度要求額：１０億）

 アジア域内の相手国との連携により、相手国のニーズや事情に合致した複数のＩＣＴモデル（ユビキタス健康・遠隔医療等）
を特定地域で集中的に実証・体験し、相手国での社会的課題の解決や更なる成長に資するモデル都市の構築を目指す。

ＩＣＴ海外展開の推進 アジアユビキタスシティ構想の推進


